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(5) 公共交通の通勤コストと定期率 
 沖縄は他県のような鉄道が存在していないため、通勤等の定常的な移動も路線バスに
大きく依存している。このような中、沖縄の路線バスの６か月通勤定期代は、他都市の
同距離帯の公共交通と比較して高い水準にあるが、20km 圏で約 20 万円、10km 圏
で約 13 万円に及ぶ。  

 県民所得が低い水準にある中で、多くの企業で従業員用駐車場を無料で確保している
こと、想定される内地企業との通勤手当支給状況の差異、通勤ついでの送迎交通の存
在等から、コスト面や生活面からもマイカー通勤に依存せざるを得ない状況と考えられる。 

 これにより、沖縄県の公共交通利用者の定期率も全国で最も低い水準となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：yahoo 路線情報による検索結果より作成  

図 ２-55 公共交通による通勤６か月定期運賃の比較 

図 ２-56 都道府県別のバス（一般乗合）定期率 

出典：平成 29 年版 都市・地域交通年報、運輸総合研究所より作成  

定期率  
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(6) 自治体職員の通勤手段 
 沖縄本島市町村に勤務する職員（正職員、再任用職員、臨時的任用職員）の通
勤手当の認定状況は、全市町村合計で公共交通利用が約 13％、自家用車利用が
約 87％となっており、那覇市以外の市町村合計では公共交通利用が約 5％、自家用
車利用が約 95％となっている。 

 自治体職員から公共交通利用を促進することも重要であり、公共交通を利用しやすい
環境づくりとともに、職員含め全庁的な理解と協力が重要である。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２-57 本島内市町村の通勤手当の認定割合 

図 ２-58 本島内の路線バス 

出典：沖縄県企画部交通政策課（令和 4 年度市町村アンケート結果より）  

出典：バスマップ等より事務局にて作成（令和 3 年時点）  
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(7) 通勤時の駐車場所 
 ピーク時通勤自動車の駐車場は、国道 58 号沿線地域では、多くの地域で事務所等の
駐車利用が多い。 

 那覇市や沖縄市中心部では、事務所等の駐車利用がやや少ない傾向にある一方、那
覇市や沖縄市の中心部や新都心では、月極駐車場を利用した通勤トリップが多い。 

 新都心を例に復帰直後と現在を比べると、現在の都市部における土地利用の多くが駐
車場として利用されている様子も伺え、沖縄におけるこれからの土地利用、まちづくり、
交通計画等を考えるうえで課題となる。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：第３回沖縄中南部都市圏ＰＴ調査より作成  

出典：ベース地図は「今昔マップ  on the web」https: / /ktg is .net /k jmapw/ 

図 ２-60  那覇市おもろまち周辺の今昔 

図 ２-59 ピーク時着通勤自動車の駐車場別のトリップ数（基幹バス沿線５市村） 
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(8) 高齢者の生活行動 
 65 歳以上の高齢者の日常生活行動は、私事目的（買物、通院、余暇活動等）が
最も多く、私事目的の交通行動は、男性の多くが自家用車を、女性は自家用車と同程
度に徒歩利用が多い。  

 移動時間帯別の行動をみると、男性高齢者は短い所要時間でも自家用車に依存し、
外出機会を確保している一方、女性高齢者は免許非保有が多いためか 25 分程度ま
では徒歩利用が多く、自家用車利用と合せると男性よりも私用外出の行動量が多い。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：第３回沖縄ＰＴ調査データより作成  

図 ２-63 65 歳以上 私事の交通手段別の所要時間別トリップ数 

モノレール 路線バス 自家用車
タクシー・ハイヤー 二輪車 自転車
徒歩 その他 不明

図 ２-61 65 歳以上の行動目的別構成比 

図 ２-62 65 歳以上 私事の交通手段別構成比 
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２.1.7  県民の健康指標 

 沖縄は一日当たりの平均歩数が極めて少ない中、県民の健康診断有所見率は全国で
最も高い。子どもの頃から歩かない習慣が影響している可能性も考えられる。 

 このためか、平均寿命の都道府県別順位は、健康長寿県であった昭和 60 年以降、男
性女性とも順位は大きく低下しており、子ども達を含めたこれからの県民の健康社会の
ために、歩く習慣づくり、歩けるまちづくり等が重要と考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図 ２-64 都道府県別の平均歩数と健康診断有所見率 
出典：平成 28 年国民健康・栄養調査（厚生労働省）、令和 2 年職場における定期健康診断実施結果（沖縄労働

局）より作成  

健康診断有所見率％  
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20
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64
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図 ２-65 沖縄県の平均寿命都道府県別順位の推移 
出典：都道府県別生命表、厚生労働省より作成  

出典：5 年間の  BMI の変化量：国立研究開発法人  
国立国際医療研究センター調査結果  

図 ２-66 通勤行動とＢＭＩの変化量 

※BMI（Body Mass Index）：肥満度を表す指標として国際的に用いられている体格指数
で、[体重 (kg)]÷ [身長 (m)の 2 乗 ]で求られる  
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参考）中南部都市圏の代表交通手段分担率の推移 
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出典：中南部都市圏パーソントリップ調査  

図 ２-67 年次別の中南部都市圏の代表交通手段分担率 

出典：GIS Maps（国土地理院）  

図 ２-68 地域の標高 

以前は徒歩やバスを利用していた。 
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２.1.8  移動需要とニーズ 

(1) 県民の通勤圏域と買物圏域 
 沖縄本島の通勤通学流動は、特に中南部都市圏内の市町村間でまとまった需要がみ
られ、那覇市、沖縄市等との流動の多さがうかがえる。 

 通勤圏域は、那覇市、沖縄市、名護市を中心とした３つの大きな圏域から構成されて
おり、特に中南部都市圏では通勤圏域が複数形成された重層的な構造となっている。 

 また、買物圏域は通勤圏域よりもさらに多くの小さな圏域から構成されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：令和 2 年国勢調査より作成  

図 ２-69 市町村間の主な通勤通学流動 
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出典：平成 27 年国勢調査より作成  

図 ２-70 沖縄本島の通勤圏域 

出典：平成 30 年度沖縄県買物動向調査より作成  

図 ２-71 沖縄本島の買物圏域 
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(2) 市町村間の通勤・通学流動 
 通勤通学流動を市町村間の直線的なネットワーク上に集約した需要は、通勤、通学と
もに中南部都市圏の南北軸上に需要が多いことが特徴としてみえる。 

 中でも、那覇市周辺及び那覇市から沖縄市・うるま市に至る区間で多くの需要が見ら
れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２-72 市町村間の直線的なネットワーク上に集約した需要 

出典：令和 2 年国勢調査より作成  

【通 勤】 

【通 学】 

※隣接する市町村間を直線で結んだネットワークに最短経路で需要配分して作成  
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(3) 県民の公共交通に対するアンケート 
 公共交通が以前（10 年前）より使いやすくなったと回答する割合は、“かなり使いやす
くなった”、“使いやすくなった”を含めると約 65％に及び、これまでの様々な施策に対する
一定の評価がうかがえる。 

 特に使いやすくなった点は、“支払いのしやすさ”、“遅延の改善”が大きく、その他“乗務
員マナーの向上”、“ダイヤ改善や路線新設”、“所要時間短縮”なども挙げられている。 

 公共交通を利用する理由は、“乗り場まで近いから”、“定時性が確保されているから”、
“公共交通の方が移動しやすいから”との意見が多い反面、公共交通を利用しない理由
は”自由に使える自動車・バイク等があるから“が圧倒的に多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２-73 公共交通が以前より使いやすくなったと回答する割合 

図 ２-74 公共交通が以前より使いやすくなった点 

出典：2021 年 3 月のわった～バス党で実施したアンケート  
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図 ２-75 公共交通を利用する理由、利用しない理由 

【利用する理由】 

【利用しない理由】 

出典：沖縄県版 地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（沖縄総合事務局運輸部）  

※令和 3 年 12 月 WEB アンケートで実施沖縄県内全域 18 歳以上地域住民 1,000 サンプル 



  

66 
 

(4) 基幹バス沿線住民のニーズ 
 基幹バス沿線住民においても、バスを利用しない理由は、“車があれば十分”との意見が
最も多く、公共交通利用に対する意識の低さがうかがえる。 

 また、バスを利用するための取組としては、“時間通りに来る”、“目的地に早く着く”といっ
た、定時性と速達性に関するニーズが高いことがうかがえる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２-76 バスを利用しない理由 

出典：沖縄県公共交通活性化推進協議会  

図 ２-77 バスを利用するための取組 

※平成 30 年度の県民 17000 世帯対象にアンケート調査 
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２.1.9  沖縄本島の公共交通 

(1) 沖縄本島の公共交通利用者 
 沖縄本島の公共交通利用者数は、モノレール開業前まで一貫して減少してきたが、平
成 15 年以降はモノレール利用者も徐々に増加し、路線バス利用者数も横ばい傾向が
みられた。 

 しかし、令和２年以降は新型コロナの影響もあり、モノレール、路線バス、タクシーともに
利用者数が大きく減少し、令和２年と令和元年の比較ではモノレール利用者数は約
55％、路線バス利用者は約 68％の水準まで低下した。その後令和３年にはやや持ち
直しの傾向も見られるが、依然として対令和元年比で、モノレールは約 60％、路線バス
は約 70％の水準となっている。 

 タクシー利用者数については、コロナ禍を経たタクシー車両数の減少もあり、利用者の減
少が継続している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

年
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出典：運輸要覧、沖縄県ＨＰより作成 

図 ２-78 沖縄本島の路線バス、モノレール、タクシーの利用者数推移 
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出典：運輸要覧、自動車検査登録情報協会より作成 

図 ２-79 沖縄の路線バス、タクシー、自動車、レンタカー車両数等の推移 
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(2) 路線バスの定時性 
 那覇中心部、那覇空港周辺、さらにはバス停周辺では、荷捌き車両、空港送迎車両
やレンタカー受け渡しや、学校への送迎車両等により、路線バスの走行や停車に支障を
きたしている事象が見られる他、大都市圏並みに混雑が著しい幹線道路においてもバス
路線の速度低下や定時性が損なわれている。 

 このため、路線バスの定時性確保に向け、那覇中心部や那覇空港周辺を始めとした混
雑緩和に向けた取組や、バス停周辺での送迎対策と法令順守徹底（バス停周辺での
駐停車禁止）、幹線道路を中心とした交通円滑化に向けた取組等が重要である。ま
た、バス路線の定時性確保のためこれまでバスレーン延長が図られてきたが、今後とも基
幹バスシステムの導入空間については新たなバスレーン延長に向けた取組が重要である。 

 なお、定時性については、道路事情を踏まえたダイヤ通りの運行、情報開示と実績の積
み重ねを経た見直し、道路事情もスムーズな中での定時運行等の段階があり、ステップ
を踏んだ取組も重要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：令和３年度「国際通り荷捌き車両対策 
検討業務」、那覇市 

図 ２-80 国際通り違法駐車による渋滞状況 

図 ２-82 平日混雑時旅行速度 

出典：令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査
（沖縄交通リ・デザイン実現検討会資料） 

 
※旅行速度とは（移動）に要した時間で、信号待ち

や交通渋滞による停止を含むもので、道路の一定
区間距離を旅行時間で除した値 

図 ２-83 バス停を利用する送迎車両と 
学校からの送迎に関する依頼文事例（抜粋） 
 

※道路交通法第 44 条により、バス停留所の前後 10m
は駐停車禁止となっている。 

出典：平成 30 年度「那覇空港における二次交
通利用動向調査」、運輸部 

図 ２-81 那覇空港周辺の混雑状況 

Km /h  
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(3) モノレールと路線バスの主な利用傾向 
 モノレールの利用目的（令和４年）は、通勤・通学利用が約４割、次いで観光目的
が２割強と多い。 

 路線バスの利用目的は、モノレールと比較して通学利用が多い一方、観光目的の利用
は１％程度にとどまっている。 

 路線バスの長距離系統の利用 OD をみると、西海岸系統、東海岸系統ともに、中南部
圏や北部圏内々や関連利用が多く、那覇～名護に至る長距離利用 OD は少ない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：令和 4 年度 モノレール利用実態調査の結果について（沖縄都市モノレール） 

出典：平成 25 年バス OD 調査 

図 ２-84 沖縄都市モノレールの利用目的 

図 ２-85 沖縄本島路線バスの利用目的 

出典：平成 25 年バス OD 調査より作成 
図 ２-86 長距離系統路線バス利用者の地域間 OD 
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(4) 路線バスとモノレールの収益 
 沖縄本島路線バス事業者４社及びモノレールの収益は、コロナ前までは収入の増加基
調もあり、コロナ前には収支がプラスに好転していたが、コロナ禍の令和２年度以降は利
用者減少に伴う収入減少により、収支が大幅なマイナスとなっており、厳しい経営状況
が続いている。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２-87 沖縄本島路線バス４社とモノレールの収益 

出典：乗合バス事業の収支状況は（国土交通省）の沖縄ブロックより作成  

モノレールは㈱沖縄都市モノレール HP より作成  
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(5) 本島路線バスの補助対象 
 路線バス利用者の減少により路線の維持が厳しくなっている中、これまで沖縄本島路線
バスについては、地域間幹線系統補助と沖縄県の補助が適用されている。 

 令和５年度の補助対象系統は、地域間幹線系統補助では本島内 11 系統が、沖縄
県の補助では９系統が対象となっている（本島バス事業者４社の系統数は令和 5 年
3 月現在で 153 系統）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２-88 沖縄本島路線バスの地域間幹線系統補助対象路線（令和５年度） 

※系統色はわかりやすいように色分けしている  
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図 ２-89 沖縄本島路線バスの沖縄県補助対象路線（令和５年度） 

※系統色はわかりやすいように色分けしている  
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(6) 公共交通事業への支援等 
 陸上交通関連の地域公共交通確保維持事業補助は、平成 23 年度以降一貫した増
加基調にあり、令和 3 年度は６億円を超過している。 
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図 ２-90 地域公共交通確保維持事業補助金の推移 
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(7) その他の主な公共交通支援事業 
 その他の主な公共交通支援策としては、免許自主返納者への優遇措置（交通部長、
各警察署長と協力企業等の代表者間で締結された覚書によるもの）や沖縄県教育庁
による通学費等の支援がある他、県及び本島内市町村による陸上交通手段の確保・
維持等に充てている経費がある。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※交通部長、各警察署長と協力企業等の代表者間で締結された覚書によるもの。 

図 ２-91 免許自主返納者への優遇措置（本島公共交通に関するもののみ抜粋） 

出典：沖縄県警察本部ＨＰ 

図 ２-92 バス・モノレールの通学支援 
出典：沖縄県教育庁 

(65 歳以上 100 円)
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図 ２-93 本島自治体の陸上交通手段の確保・維持等に要する経費（令和３年度） 

出典：沖縄県企画部交通政策課（令和 4 年度市町村アンケート結果より） 
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(9) 沖縄県の二種免許保有者数の推移 
 沖縄県の運転免許保有者数は、一種免許は全国水準を上回る勢いで大幅に増加
（20 年間で約 27％増）しているが、バスやタクシーなどを運転する二種免許保有者
数は、20 年間で約 35％減少している。 

 大型二種（路線バスや観光バス）の免許保有者の年齢構成は、沖縄県では特に高
齢化の進展が著しく、65～74 歳までの年齢層の割合は、平成 27 年の約 21％から
令和４年には約 35％まで増加しており、全国に比べてもその傾向は顕著となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

一
種
免
許
保
有
者
数
︵
人
︶ 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

750,000

800,000

850,000

900,000

950,000

1,000,000

平
成

15
年

平
成

16
年

平
成

17
年

平
成

18
年

平
成

19
年

平
成

20
年

平
成

21
年

平
成

22
年

平
成

23
年

平
成

24
年

平
成

25
年

平
成

26
年

平
成

27
年

平
成

28
年

平
成

29
年

平
成

30
年

令
和
元
年

令
和
２
年

令
和
３
年

令
和
４
年

全国(100人）一種免許 沖縄県（人） 一種免許

全国(100人）二種免許 沖縄県（人） 二種免許

二種免許保有者
20年間で約35％減

一種免許保有者
20年間で約27％増

二
種
免
許
保
有
者
数
︵
人
︶ 

0.0%

0.2%

1.0%

2.0%

3.0%

4.7%

7.6%

8.9%

11.4%

16.4%

19.9%

14.9%

5.4%

2.8%

0.8%

0.0%5.0%10.0%15.0%20.0%25.0%

１６－１９

２０－２４

２５－２９

３０－３４

３５－３９

４０－４４

４５－４９

５０－５４

５５－５９

６０－６４

６５－６９

７０－７４

７５－７９

８０－８４

８５以上

沖縄県

令和４年 平成27年

0.0%

0.2%

0.6%

1.2%

2.3%

4.1%

7.7%

10.9%

12.6%

12.2%

11.5%

14.0%

9.3%

5.9%

3.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

１６－１９

２０－２４

２５－２９

３０－３４

３５－３９

４０－４４

４５－４９

５０－５４

５５－５９

６０－６４

６５－６９

７０－７４

７５－７９

８０－８４

８５以上

全国

令和４年 平成27年

65～74歳が約35％／R4
約21％／H27

65～74歳が約26％／R4
約25％／H27

【大型二種】
出典：運転免許統計（警察庁）より作成 

図 ２-94 免許種類別保有者数の推移 
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図 ２-95 大型二種免許保有者の年齢階層別構成比 
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図 ２-97 全国の大型二種・普通二種免許の年齢別交付件数 
（併記運転免許証交付件数） 
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２.2  地域公共交通の課題 

沖縄県を取り巻く時代潮流や我が国の動向を踏まえた課題としては、SDGs の展開、カーボ
ンニュートラルへの切迫した状況への対応、格差の拡大、デジタル化と情報通信技術の進化、
人口減少・超高齢化社会への本格突入と新たなライフスタイルの進展、さらには社会リスクへの
備え等があげられる。 

また、沖縄県の上位関連計画を踏まえた課題としては、沖縄振興分野を包含する総合的な
基本計画である「新・沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」や、沖縄の総合交通体系のビジョンであ
る「沖縄県総合交通体系基本計画」で定めている基本方向との整合があげられる。 

これらの上位計画等を動向も踏まえ、地域の動向と課題を踏まえた課題として次の７点を整
理した。 
 
 

 沖縄本島においては、南北に連なる各地域間の都市活動を担う交通軸の形成や、特
に中南部都市圏では土地利用の再編整備とあわせた、市街地と一体的で都市構造の
骨格を誘導する基幹的な公共交通の形成が課題である。また、地方部では隣接する
１次生活圏や各圏域拠点都市と結節された公共交通の形成が課題である。 

 また、めざす都市構造・土地利用を誘導するためには、公共交通が不便な土地利用が
展開されないよう都市政策とも連携することが重要である。 
さらに、信頼性の高い公共交通を備えることも基本的な課題であり、定時性が確保され
た公共交通の形成に向け、渋滞など公共交通の走行に支障をきたす様々な要因に対
し、必要な対策を講じる必要がある。 
 

 
 今後訪れる高齢化社会では、免許を保有しない高齢者への対応に加え、免許を保有
する高齢者の安全・安心な移動手段確保も重要となるため、高齢者の日常生活や社
会活動のスタイルに見合った公共交通等を考えていくことが課題である。 

 
 

 低い所得水準やひとり親・非正規雇用といった社会構造上の課題を踏まえ、安心して
生活できるまちづくりとも連携しながら、時間的・経済的にもゆとりある移動ができる環境
整備が課題である。 
 

 
 

① 将来の沖縄がめざす都市構造・土地利用を誘導する計画づくり 

② 高齢者の安全で快適な日常生活や社会活動を支える計画づくり 

③ 沖縄が抱える社会構造上の課題を踏まえた計画づくり 
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 子どもの送迎は、道路交通混雑、歩行児童の安全性低下、将来世代へのマイカー中
心行動の習慣化等にも影響。県民の歩かない生活、健康への影響等も踏まえ、県民
の安心で健康的な生活を支援する計画づくりが重要である。  

 
 

 今後、これまで以上の本県への観光需要増加を見据え、陸・海・空の交通手段が切れ
目なくスムーズにつながる「シームレスな観光」の実現に向けて、観光（旅行者）目線に
よる交通拠点間の連携強化に取り組むため、地域づくりやまちづくりと連携することが重
要である。 

 このため、観光の玄関口である那覇空港における公共交通結節機能の拡充をはじめ、
空港・港湾・観光拠点エリアを結ぶ公共交通の充実、観光客の立ち寄りの多い観光拠
点エリアを観光二次交通結節点と位置付け、次の目的地に移動できるよう多様な交通
手段が提供できる環境の構築など、観光二次交通の利便性向上に向けた取組を促す
計画づくりが課題である。 

 
 

 利用者減少による交通事業者の経営環境は厳しさを増しており、行政による補助額も
増加の一途をたどっており、特に地方部を中心とした地域住民の日常の移動手段を確
保することが重要である。 

 このため、バス路線の確保・維持については、地域における様々な関係会議体の取組等
とも十分連携しながら、必要な見直しや様々な工夫を行うことが課題である。 

 さらに、将来にわたり社会全体で持続可能な公共交通のあり方を考えていくことが大き
な課題であり、公共交通の効率化や再構築、公共交通の利用促進、公共交通を確
保・維持するための仕組み等について、日常から関係する行政機関や交通事業者によ
る不断のミュニケーションを図り、幅広い視点から計画づくりに取り組むことが重要である。  

 
 

 以上６つの課題は、低い所得水準、その中での就業環境・交通コスト、郊外化・中心
市街地や地方部の活力低下、歩かない県民・健康への影響等、沖縄の歴史的・社会
的背景が、ここまで定着したマイカー中心の社会の形成とも関連している。 

 沖縄は、脱炭素社会、SDGs といった世界的な取組に決して遅れることなく、マイカーに
依存しなくても快適で活力ある社会創出に向け、沖縄全体が高い緊張感を持って取り
組む計画づくりが重要である。  

④ 子どもを含めた全県民の安心で健康的な生活を支援する計画づくり 

⑤ 今後の観光需要を見据えるとともに、観光二次交通の利便性向上に向けた計画づくり 

⑥ 持続可能な社会実現に向けた計画づくり 

⑦ マイカーに依存しなくても、快適で活力ある社会を導く計画づくり 
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また、計画策定に向けたその他留意事項としては、以下の４点を整理した。 
 

① 豊かな県民生活と活力ある都市活動等が営まれている沖縄の目指す将来像を支え
る地域公共交通計画のビジョンに向けた計画づくり 

 

② 関係者で合意された地域公共交通計画のビジョンに向け、バックキャストの理念を大
切にした計画づくり 

 

③ 効率的で持続可能な地域公共交通とするため、福祉・教育等の他政策分野とも連
携しながら、様々な資源が動員・協力された計画づくり 

 

④ 特に地方部においては、現状における地域住民等の移動の選択肢を確保するため
のバス路線の確保・維持に努め、さらに全ての関係者が協力して効率的で持続可
能な地域公共交通を導く計画づくり 
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